
東北太平洋沖地震後の
福島第一原子力発電所について

平成24年7月24日

東京電力株式会社

～福島第一１～３号機が受けた地震動の影響～
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本日のプレゼンテーション内容

はじめに

地震がプラントに与えた影響

福島第一原子力発電所を襲った地震の大きさ

１～３号機 現場確認結果

１～３号機 地震直後のプラントパラメータについて

１～３号機 地震応答解析

５号機の地震応答解析および現場ウォークダウン

まとめ
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はじめに

定格運転中であった福島第一原子力発電所１～３号機は、東北地
方太平洋沖地震を受けて、３プラントすべてが緊急停止した。

地震に伴い、外部電源を喪失したものの、設計通りに各プラント
の安全機能が働き、原子炉は安定的に制御されていた。

ここでは、プラントパラメータや地震観測記録に基づく地震応答
解析、および、類似プラントである５号機の現場ウォークダウン
結果などから、福島第一原子力発電所１～３号機が、地震におい
ても、安全機能を維持していたことについて説明する。
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福島第一原子力発電所を襲った地震の大きさ

建設時設計に用いたスペクトルは、主に原子炉本体や配管の固有周期帯（0.05
秒～0.2秒）において、基準地震動Ssや観測波に対して保守的に設定されてい
る。

従って、建設時設計の設備の地震耐力が著しく劣るものではない。

建築物・構造3-3-3「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所の耐震安全性評価及び東北地方太平洋沖地震に対する影響検討
（追加検討）について） 平成23年10月28日 原子力安全・保安院」より抜粋

設計時スペクトル・基準地震動Ss（周期方法±10%拡幅あり）・観測記録スペクトルの比較原子炉建屋基礎版上・減衰定数１％

＜１号機＞ ＜２号機＞ ＜３号機＞
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１～３号機の現場確認状況について

１～３号機については、現時点で現場確認が困難な環境であるが、
限られた範囲で現場確認を行った。

１号機非常用復水器周辺の目視確認の結果、損傷は認められなかっ
た。

２号機トーラス室のロボットによるカメラによる現場確認の結果、
損傷は認められなかった。

１～３号機のタービン建屋内設備の目視確認の結果、低耐震クラス
の設備であっても、大きな損傷は認められなかった。
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１号機 非常用復水器目視確認結果

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

地震による損傷
は認められない。
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２号機 ロボットによるトーラス室の状況確認結果

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

地震による重要設備の
損傷は認められない。
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１，２，３号機 タービン建屋設備状況確認結果

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

低耐震クラス設備であっても地震による大きな損傷は認められない。
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地震直後のプラントパラメータについて

１～３号機ともにスクラムが成功し、原子炉の水位・圧力は安定
的に制御されていた。

アラームタイパの記録

原子炉水位・原子炉圧力

原子炉冷却材圧力バウンダリに損傷があったような兆候は認めら
れない。

原子炉格納容器の圧力・温度

外部電源が失われたが、非常用ディーゼル発電機が正常に動作し、
非常用電源が確保された。

過渡現象記録装置の記録
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アラームタイパの記録（１～３号機）

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

＜１号機＞
＜２号機＞

＜３号機＞

１～３号機ともに全制
御棒が全挿入された。
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原子炉水位・原子炉圧力（１号機）

原子炉の水位・圧力は正常に維持されていた。

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋・加筆

地震によるスクラム

ICでの制御

ICでの制御

地震によるスクラム

ICによる減圧

IC停止による
圧力上昇

津波到来による
記録停止

MSIV閉による
圧力上昇

MSIV閉 ICで自動起動

IC：非常用復水器系

MSIV：主蒸気隔離弁
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原子炉水位・原子炉圧力（２・３号機）

原子炉の水位・圧力は正常に維持されていた。

＜２号機 原子炉水位・圧力＞ ＜３号機 原子炉水位・圧力＞

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋・加筆

赤：原子炉水位

緑：原子炉圧力

地震によるスクラム

MSIV閉SRVに
よる圧力制御

津波到来による
記録停止

RCIC起
動停止
よる水
位制御

MSIV閉SRVによる
圧力制御

RCIC起
動停止
よる水
位制御

地震によるスクラム

RCIC：原子炉隔離時冷却系

MSIV：主蒸気隔離弁

SRV：逃がし安全弁
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原子炉格納容器の圧力・温度（１号機）

原子炉圧力バウンダリが損傷したような兆候は認められない。

地震による
スクラム

空調停止による
D/W圧力上昇

D/W圧力
上昇に伴
うS/Cと

D/W間の
差圧上昇

S/C冷却によ
るS/C圧力低
下・D/Wとの
差圧拡大

地震による
スクラム

空調停止による
D/W温度上昇

S/C：サプレッションチェンバ

D/W：ドライウェル

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋・加筆
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原子炉格納容器の圧力・温度（２号機）

原子炉圧力バウンダリが損傷したような兆候は認められない。

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

地震による
スクラム

地震による
スクラム

空調停止による
D/W温度上昇

D/W：ドライウェル
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原子炉格納容器の圧力・温度（３号機）

原子炉圧力バウンダリが損傷したような兆候は認められない。

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

地震による
スクラム

地震による
スクラム

空調停止によ
る温度変動
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過渡現象記録装置の記録（１）

地震後に非常用ディーゼル発電機が自動起動し、所定の電圧が確
立した。

１号機

２号機

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日
東京電力株式会社」より抜粋
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過渡現象記録装置の記録（２）

地震後に非常用ディーゼル発電機が自動起動し、所定の電圧が確
立した。

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋・加筆

３号機

14:40:00 14:45:00 14:50:00 14:55:00 15:30:00 15:35:00 15:40:00 15:45:00 15:50:00 15:55:00 16:00:00 16:05:00

14:40:00 14:45:00 14:50:00 14:55:00 15:30:00 15:35:00 15:40:00 15:45:00 15:50:00 15:55:00 16:00:00 16:05:00
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観測記録に基づいた地震応答解析

耐震安全上重要な設備のうち主要な設備、更には、地震時に重要な役割
を担った設備について、今回の地震で得られた観測記録に基づいた地震
応答解析を行った。
＜主要な設備＞
１～３号機共通
主蒸気系配管・原子炉圧力容器・原子炉格納容器・炉心支持構造物・残留熱
除去系（１号機は停止時冷却系）配管およびポンプ・制御棒

＜重要な役割を担った設備＞
１号機 非常用復水器系配管・弁
１号機 原子炉冷却材再循環系配管
１号機 サプレッションチェンバ支持脚
１・２号機 原子炉格納容器ベント管
２号機 炉心スプレイ系配管
３号機 高圧注水系配管
１～３号機 非常用ディーゼル発電設備

これらの評価結果は、地震後に設備の安全機能が保持されていたことを
裏付けるものであった。
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地震応答解析の流れ

Dynamic analysis (Reactor Building)

Dynamic analysis 

(Reactor vessel Combined with Building)
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評価基準値について

次ページ以降で採用している評価基準値は、以下のものを用いて
いる。

構造強度評価

評価の指標は一次応力とし、原子力発電所耐震設計技術指針（以下、
JEAG4601という）で「必要な機能が損なわれないよう定めた」
としている許容応力状態ⅣAS相当の許容応力を用いた。

動的機器の地震後機能維持評価（動的機能維持評価）

評価の指標は応答加速度とし、JEAG4601で「機能確認済加速
度」としている値を用いた。
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許容応力の例

StressEart
hqu
ake 

Membrane + BendMembrane

3Sm
In case of torque 
stress ≧0.73Sm 
bend + torque ≦

2.4Sm

2.25Sm
In case of torque 
stress ≧0.55Sm 
bend + torque ≦

1.8Sm

(Left column) × 1.5

(Left column) × 1.5

2/3Su
Only ASS and HNA
Min(2/3Su,2.4Sm)

Ss
Usage factor* ≦ 1.0

(* : Earthquake + thermal)

3Sm
(Only 

earthquake )

Min(Sy,2/3Su)
Only ASS and HNA 

1.2Sm

SdClass 1 vessel

2Sm

Ss

Usage factor* ≦ 1.0
(* : Earthquake + thermal)

3Sm
(Only 

earthquake )

1.5Sm

SdClass1 pipe

Primary+Secondary + PeakPrimary + 
Secondary

PrimaryKind of Facility

ASS : austenitic stainless steel
HNA : High nickel alloy
Sy : yield strength
Su : tension strength
Sm : design stress intensity values

Example of the Allowable stress value
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１～３号機 安全上重要な主要な設備 地震応答解析結果

たわみ量

（mm）

一次応力

（MPa）

一次応力

（MPa）

一次応力

（MPa）

一次応力

（MPa）

一次応力

（MPa）

一次応力

（MPa）

評価項目

40

185

363

378

278

300

222

評価

基準値

40

185

315

360

278

300

222

評価

基準値

40

127

414

374

411

196

222

評価

基準値
計算値計算値計算値

151208269配管主蒸気系

502993基礎ボルト原子炉圧力容器

100122103
シュラウド
サポート

炉心支持構造物

1588798
ドライウェ

ル胴
原子炉格納容器

24.133.226.4燃料集合体制御棒

42458
ポンプの

ボルト類

26987228配管
残留熱除去系

（１号機は停止
時冷却系）

３号機２号機１号機

評価部位対象系統設備
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１号機 非常用復水器系配管・弁 地震応答解析結果

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋
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１号機 原子炉冷却材再循環系配管 地震応答解析結果

資料2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（建築物・構造、機器・配管
系の地震応答解析結果）（東京電力㈱福島第一、第二原子力発電所） 平成23年12月9日 原子力安全・保安院」より抜粋
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１号機 サプレッションチェンバ支持脚 地震応答解析結果

資料2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（建築物・構造、機器・配管
系の地震応答解析結果）（東京電力㈱福島第一、第二原子力発電所） 平成23年12月9日 原子力安全・保安院」より抜粋
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１号機 原子炉格納容器ベント管 地震応答解析結果（１）

建築物・構造7-2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子
力発電所 追加検討評価） 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」より抜粋
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１号機 原子炉格納容器ベント管 地震応答解析結果（２）

＜ベント管・ダウンカマ＞
＜リングヘッダ＞

ベント管等の地震応答解析モデル図

14.7323016ダウンカマ本体

5.4841175ベント管

3.54432122リングヘッダ

2.88346120ベントヘッダとダウンカマとの結合部

裕度評価基準値計算値評価部位

１号機 ベント管他 構造強度評価結果（単位：MPa）

建築物・構造7-2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島
第一原子力発電所 追加検討評価） 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」より抜粋

＜参考資料＞

建築物・構造7-2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所 追加検討評価） 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」
建築物・構造8-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年2月8日 原子力安全・保安院」
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２号機 原子炉格納容器ベント管 地震応答解析結果

建築物・構造7-2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所 追加検討評価） 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」より抜粋

19.6623612ダウンカマ本体

4.5941891ベント管

2.44354145ベントヘッダとダウンカマとの結合部

裕度評価基準値計算値評価部位

２号機 ベント管他 構造強度評価結果（単位：MPa）

＜参考資料＞

建築物・構造7-2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所 追加検討評価） 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」
建築物・構造8-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年2月8日 原子力安全・保安院」
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２号機 炉心スプレイ系配管 地震応答解析結果

建築物・構造7-2-1「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子
力発電所 追加検討評価） 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」より抜粋・一部加筆

CSポンプ

サプレッションチェンバ

CSポンプ

サプレッションチェンバ

原子炉格納容器

原子炉
圧力容器

炉心スプレイ系概略系統図



29

３号機 高圧炉心注水系配管 地震応答解析結果

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋

＜補足＞

運転員からの聞き取
り調査により、高圧注
水系室や高圧注水系
の蒸気配管が通って
いるトーラス室に、配
管が破断したような異
常は認めれられな
かったことが確認され
た。

＜参考資料＞

「福島原子力事故調査報告書 平
成24年6月20日 東京電力株式会
社」 97頁
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１～３号機 非常用ディーゼル発電設備 地震応答解析結果

構造強度評価結果

動的機能維持評価結果（加速度を重力加速度で規格化）

288

183

146

268

183

146

207

207

207

評価基準値
（MPa）

38基礎ボルトディーゼル機関及び発電機２号機

19据付ボルト始動空気槽１号機

137基礎ボルト燃料油タンク２号機

91胴板始動空気槽２号機

56基礎ボルトディーゼル機関及び発電機３号機

137基礎ボルト燃料油タンク３号機

91胴板始動空気槽３号機

18据付ボルト燃料サービスタンク１号機

26据付ボルトディーゼル機関及び発電機１号機

計算値
（MPa）

評価対象部位評価対象設備号機

1.0

1.0

1.0

評価基準値

1.1

1.1

1.1

評価基準値

鉛直水平

0.540.79重心位置ディーゼル機関３号機

0.440.69重心位置ディーゼル機関２号機

0.350.60重心位置ディーゼル機関１号機

計算値計算値
加速度確認部位評価対象設備号機

参考資料「平成23年東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いたタービン建屋及び耐震安全上重要な機器・配管系の地震応答解析結果に関する報告書 平成23年8月17日
東京電力株式会社」

＜補足＞

国会事故調報告書で
地震による損傷の可
能性が指摘されてい
るが、本評価結果か
らは、それらを伺うこ
とはできない。
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５号機の地震応答解析およびプラントウォークダウン

５号機は、１～３号機と類似のプラントでかつ、今回地震の揺れがほぼ
同等だった。

上記を踏まえ、１～３号機の地震による影響を推定する手段の一つとし
て、現場確認が可能な５号機を対象に、プラントウォークダウンを実施
した。

合わせて、地震観測記録に基づいた耐震Ｓクラス設備全般の地震応答解
析を実施した。

これらからは、５号機の安全上重要な設備の地震による機能損傷は確認
されなかった。

前述のプラント記録と合わせて推測すると、１～３号機についても、地
震影響によってプラントの安全機能が損なわれなかったと考えられる。
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今回地震時の５号機の揺れの程度

５号機は、今回の地震で１～３号機と同程度の揺れに見舞われているた
め、１～３号機の地震影響を類推する上で、適切な代表プラントである。

１号機 ２号機 ３号機 ５号機

図表は「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋
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耐震設計条件の比較

５号機の耐震設計条件は、１～３
号機の耐震設計条件とほぼ同等で
あることから、５号機のプラント
耐力は１～３号機とほぼ同等であ
ると考えられる。１～３号機の地
震影響を推定する上で、５号機は
適切な代表プラントと考える。

固　有　周　期　（秒）

震
　

度

0.05 0.5

５号機　原子炉建屋基礎版上（水平方向）　減衰１％

観測波（NS方向）
観測波（EW方向）
設計時（NSEW包絡）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

0.1 10

2

4

6

8
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５号機 プラントウォークダウン結果

「福島原子力事故調査報告書 平成24年6月20日 東京電力株式会社」より抜粋
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５号機 地震応答解析評価方針

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平
洋沖地震による原子力発電所への影響検討につい
て（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の
影響検討（追加検討）について） 平成24年1月20日
原子力安全・保安院」より抜粋
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詳細評価対象のスクリーニングについて

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 配管地震応答解析方針

Start

基準地震動Ssを
用いた評価

評価基準値を下回る
観測記録に
基づいた評価

計算値が評価
基準値以下か

評価終了

現場との照合

YES

YES

NO

NO
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５号機 地震応答解析結果（１）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（２）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（３）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（４）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（５）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（６）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（７）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（８）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（９）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（１０）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（１１）

 評価結果（詳細評価（3/6））

○67 kN40 kNスナッバ反力サポート

○245159*一次応力サポート

245

363

234

105*

167*

149*

○一次応力配管本体

給水系

○一次応力サポート

○354245一次応力配管本体

原子炉冷却材再循環系

○一次応力サポート

残留熱除去系

○364189一次応力配管本体

○417244一次応力配管本体

主蒸気系

配
管

評価対象設備 評価部位 応力分類
計算値

（MPa）

評価基準値

（MPa）
判定

注：下線部は基準地震動Ssによる評価。

* 基準地震動Ssによる中途段階での暫定計算結果が評価基準値を超えるものであったが、その後、観測記録に基づいた詳細検討が進捗し、計算結果が評価基準値を
下回る結果となったもの。

（参考資料）
建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検討）について）
平成24年1月20日 原子力安全・保安院」
建築物・構造7-2-2「福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系に係る現場調査結果報告 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」
建築物・構造10-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年6月25日 原子力安全・保安院」
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５号機 地震応答解析結果（１２）

245234*

○364331一次応力配管本体

原子炉隔離時冷却系

○一次応力サポート

○351174一次応力配管本体

ほう酸水注入系

○24573一次応力サポート

○366102一次応力配管本体

放射性ドレン移送系

○24513一次応力サポート

○245160一次応力サポート

○33779一次応力配管本体

原子炉冷却材浄化系

配
管

評価対象設備 評価部位 応力分類
計算値

（MPa）

評価基準値

（MPa）
判定

 評価結果（詳細評価（4/6）） 注：下線部は基準地震動Ssによる評価。

（参考資料）
建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検討）について）
平成24年1月20日 原子力安全・保安院」
建築物・構造7-2-2「福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系に係る現場調査結果報告 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」
建築物・構造10-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年6月25日 原子力安全・保安院」

* 基準地震動Ssによる中途段階での暫定計算結果が評価基準値を超えるものであったが、その後、観測記録に基づいた詳細検討が進捗し、計算結果が評価基準値を
下回る結果となったもの。
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５号機 地震応答解析結果（１３）

245221*

○431140一次応力配管本体

燃料プール冷却浄化系

○24518一次応力サポート

○336197一次応力配管本体

炉心スプレイ系

○24563一次応力サポート

○402353一次応力配管本体

高圧注水系

○一次応力サポート

配
管

評価対象設備 評価部位 応力分類
計算値

（MPa）

評価基準値

（MPa）
判定

注：下線部は基準地震動Ssによる評価。 評価結果（詳細評価（5/6））

（参考資料）
建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検討）について）
平成24年1月20日 原子力安全・保安院」
建築物・構造7-2-2「福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系に係る現場調査結果報告 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」
建築物・構造10-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年6月25日 原子力安全・保安院」

* 基準地震動Ssによる中途段階での暫定計算結果が評価基準値を超えるものであったが、その後、観測記録に基づいた詳細検討が進捗し、計算結果が評価基準値を
下回る結果となったもの。
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５号機 地震応答解析結果（１４）

 評価結果（詳細評価（6/6））

245

245100*

244*

○363210一次応力配管本体

可燃性ガス濃度制御系

○245126一次応力サポート

○335263一次応力配管本体

不活性ガス系

○一次応力サポート

○一次応力サポート

○428338一次応力配管本体

残留熱除去海水系

配
管

評価対象設備 評価部位 応力分類
計算値

（MPa）

評価基準値

（MPa）
判定

注：下線部は基準地震動Ssによる評価。

（参考資料）
建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検討）について） 平成24年1月20
日 原子力安全・保安院」
建築物・構造7-2-2「福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系に係る現場調査結果報告 平成24年1月30日 原子力安全・保安院」
建築物・構造10-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年6月25日 原子力安全・保安院」

* 基準地震動Ssによる中途段階での暫定計算結果が評価基準値を超えるものであったが、その後、観測記録に基づいた詳細検討が進捗し、計算結果が評価基準値を
下回る結果となったもの。
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５号機 地震応答解析結果（１５）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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５号機 地震応答解析結果（１６）

建築物・構造6-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（福島第一原子力発電所５号機 機器・配管系の影響検討（追加検
討）について） 平成24年1月20日 原子力安全・保安院」より抜粋
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まとめ（１）

１～３号機は、建設時の耐震設計条件が保守的に設定されてお
り、プラントの地震耐力は、今回の地震に対して十分なもので
あったと考える。

１～３号機で可能な限り現場を確認した結果、高い耐震クラスの
設備のみならず、低い耐震クラスの設備も含めて、大きな損傷は
認められていない。

１～３号機の地震後における記録より、安全上重要な設備の損傷
はなかったと考える。

１～３号機の地震応答解析結果は、安全上重要な設備の機能維持
を示すものであった。

類似の５号機について、現場ウォークダウンと耐震Ｓクラスの設
備全般の地震応答解析を実施した結果、安全上重要な設備の損傷
は認められない。
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まとめ（２）

＜結論＞

以上の検討結果を考慮すると、今回の福島第一１～３号機の事故
は地震起因ではなく、その後の津波起因と考えるのが合理的と判
断する。

＜継続した取り組み＞

今後も１～４号機の地震観測記録に基づく地震応答解析を継続し
て続けていき、事故の更なる分析に資するものとしたい。
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以下補足資料
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１号機非常用復水器室近辺での溢水について

地震時に非常用復水器近辺で溢水が見られたとの証言があった。

その溢水は地震による配管破損に起因するとの指摘もある。

非常用復水器系配管は耐震性が高く、配管破損による溢水が生じ
るとは考えがたい。

一方で、当該エリアには、使用済燃料貯蔵プールの換気空調ダク
トが敷設されている。

地震時のスロッシングにより、当該ダクトを通じて溢水が生じた
と考える方が合理的である。

使用済燃料貯蔵プー
ルのスロッシングで溢
水した水は、図のチャ

ンバに流入する。
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５号機 配管の地震応答解析に関する補足

当初、５号機配管の地震応答解析によ
る計算値が、評価基準値を上回る例が
数例あった。

それらは、観測記録の代替として基準
地震動Ssで試解析を行ったものだっ
た。

その後、観測記録に基づく入力条件の
適正化や解析モデルの精緻化により、
解析結果は評価基準値を下回るものと
なった。

これらは、H24.6.25のNISA意見聴
取会にて議論されている。

参考資料：建築物・構造10-2「平成23年(2011年）東北地方太平洋沖地震による原子力発電所への影響検討について（コメント回答） 平成24年6月25日 原子力安全・保安院」
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１号機の冷却材微小漏えいに関する指摘について

H23.12.9のNISA意見聴取会資料を根拠に、「地震影響による
１号機の小LOCAは否定できない」との指摘がある。

しかしながら、その後H24.2.1のNISA意見聴取会にて、JNES
殿の追加解析結果を踏まえた見解が述べられている。（下記参
照）

参考資料：資料４「福島第一原子力発電所１号機冷却材微小えい時の格納容器圧力・温度の挙動について 平成24年2月1日 独立行政法人 原子力安全基盤機構原子力システム安全部」より抜粋


